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１ 市町村特別融資制度推進会議                  令和７年６月版 
 
１ 特別融資制度推進会議設置要綱の制定について 
 
 

１３経営第２９３１号 
平成１３年９月１２日 

 
 鹿児島県知事 殿 
 

農林水産事務次官  
 

特別融資制度推進会議設置要綱の制定について 
 
 今般，地域農業振興のための特別の融資制度であって関係機関が一括して処理す

ることが適切と認められるものを迅速かつ的確に処理することとして，従来から市

町村が事務局となって市町村段階に特別融資制度推進会議（以下「推進会議」とい

う。）を運営するようお願いしてきたところであるが，地方分権の観点から，この

事務局については推進会議の構成機関で話し合い，合意した機関に事務局を行って

いただくこととした。 
 ついては，新たに別紙のとおり特別融資制度推進会議設置要綱が定められたので，

御了知の上，本会議の適正かつ円滑な運営につき御配慮をお願いする。 
 なお，新たな推進会議の仕組みに円滑に移行できるよう貴県内の市町村に対し，

推進会議の設置及び事務局の決定のための会議の招集その他の手続きについての御

指導をお願いする。 
 また，貴県管内の市町村，農業委員会及び農業協同組合には，貴職から通知され

るようお願いする。 
 以上，命により通知する。 
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２ 参考資料（審査手続の主な流れ）

【 】内は農業経営改善関係資金基本要綱での参照条項である（2-2-14ページ参照）

（１） 融資機関に委任された案件の場合

借入希望者

②借入希望申請 ⑦融資可否通知 ⑦融資審査結果通知 ⑧ ⑨ ⑩ ⑫
【第３の柱書き】 【第５の６の(２)，(３)】 【第５の６の(4)】 関 貸 経 必
・借入申込希望書 ・融資可否の通知 ・審査結果の通知 係 付 営 要

兼経営改善資金計画書 以下は融資不可の場合 ・借入申込書や債務保 書 実 状 な
以下は認定農業者の場合 ・融資審査等総括表 証委託申込書等の提 類 行 況 指
・農業経営改善計画(写) 出を求める の 報 導
・同 認定通知書(写) 提 告

【

出 書 第【

５
窓口機関（注） 第 の

３ ７【

③ の の
第 関 ４

（

５ 係 推進会議 の １
の 書

（ ）

２ 類 ④ ① ⑤ ⑥審査結 ２

】

の の の審 委 の 認 果通知

）

(4) 送 報査 送 定 【第５の５】

】

の 付 告結 任 付 書
ア 果】

融資機関（基金協会保証を含む場合は基金協会含む）

⑤
認 ★基金協会(委任外案件)
定
内
容 ☆市町村・都道府県
等
の
通 ★地域振興局等（普及担当部署）
知

⑪指導にあたり連携
＊報告先機関 ★その他の構成機関 【第５の７の(1)】

☆：必須 ・経営状況報告書
★：任意 ⑪求めに応じ資料の

★農業委員会 写しを送付
【第５の７の(2)】

(注) 窓口機関は，借入希望者が認定農業者以外でも基本要綱第５の２の(5)のア～ウ
に該当する場合は，基本要綱第５の２の(4)の手続きにより経営改善資金計画の認
定を受けることとする。資金が特定され融資機関が直接手続きを行う場合は，当該
融資機関が窓口機関に代わって手続きを行う。
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借 入 希 望 者

（２） 慎重な審議を必要とする案件等の場合（委任しない場合）

窓口機関 （注１）

推進会議（注２）

融 資 機 関

★基金協会

☆市町村・都道府県

★地域振興局等（普及担当部署）

★その他の構成機関

★農業委員会

①借入希望申請
【第３の柱書き】
・ 借入申込希望書兼
経営改善資金計画書
以下は認定農業者の場合

・農業経営改善計画(写)
・同認定通知書(写)

⑦融資可否通知
【第５の６の(2),(3)】
・ 融資可否の通知
以下は融資不可の場合

・融資審査等総括表

⑦融資審査結果通知
【第５の６の(4)】
・ 審査結果の通知
・借入申込書や債務保

証委託申込書等の提出
を求める

⑧
関
係
書
類
の
提
出

⑨
貸
付
実
行

⑩
経
営
状
況
報
告
書
【
第
３
の
４
の
⑵
】

⑫
必
要
な
指
導
【
第
５
の
７
の
⑴
】

③
書
類
送
付

※報告先機関
☆：必須
★：任意

⑪指導にあたり連携
【第５の６の(1)】
・ 経営状況報告書

⑪求めに応じ資料の写しを送付
【第５の７の(2)】

②
関
係
書
類
の
送
付
【
第
５
の
２
の
⑷
の
ア
】

③
文
書
持
ち

回
り
方
式

⑤
認
定
書

の
送
付

⑥審査結果
通知
【第５の５】

(注1) 窓口機関は，借入希望者が認定農業者以外でも基本要綱第５の２の(5)のア～ウに該当する
場合は，基本要綱第５の２の(4)の手続きにより経営改善資金計画の認定を受けることとする。
資金が特定され融資機関が直接手続きを行う場合は，当該融資機関が窓口機関に代わって手
続きを行う。

(注２) ③’で利子助成機関から要請があった場合等は，会議方式による審査を行う。

④
回
答

④③
（協会保証有りの場合）

必
要
に
応
じ
て

会
議
開
催
要
請

③’
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３ 特別融資制度推進会議の運営について

農 経 第 １ ４ １ 号

平成１９年 ６月 ８日

各市町村長 殿

鹿児島県農政部長

特別融資制度推進会議の運営について（通知）

特別融資制度推進会議（以下「推進会議」という。）については，担い手の円滑

な資金調達を図る観点から，一層の手続きの簡素化・運営の迅速化を図るため，先

般，「特別融資制度推進会議設置要綱」（平成13年9月12日13経営第2931号農林水産

事務次官依命通知）（以下「要綱」という。）の一部改正が行われたところです。

また，今年度から，クイック融資制度の導入や，無利子化措置の実施など，農業

制度資金に関する改正が行われております。

つきましては，貴市（町村）推進会議においても，下記に留意の上，推進会議設

置要綱等の改正を行い，推進会議の運営が円滑に行われるよう特段の御配慮をお願

いします。

記

１ 要綱第３の３「慎重な審議が必要な場合」について

標記については，必ずしも要綱別紙要領例第４の（５）イの金額による必要は

ないが，クイック融資の利用を妨げないよう５００万円を超えるものとすること。

２ 負債整理資金について

「農業負債整理関係資金基本要綱」（平成13年5月1日13経営第356号）第３の２

（２）により，推進会議を活用する場合には，金額の多寡に関わらず，委任によ

らないことが適当であること。

３ 委任方法について

委任は，要綱別紙要領例第３のとおり，推進会議設置要綱等に必要となる融資

機関名を列挙し，第４（５）のとおり規定することで足りること。

４ 融資機関との連携等について

推進会議事務局は，委任を行った融資機関と連携し，制度が円滑に運営される

よう努めること。

特に，銀行等が，法令による許認可等を要する案件について審査する場合は，

関係機関と十分連携をとるよう，指導すること。
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４　特別融資制度推進会議設置要項の一部改正に係る運用について　
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５　地域計画のうち目標地図に位置付けられた者に関するＱ＆Ａ
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２ 市町村農業金融運営協議会                       令和７年６月版 
 

農 経 第 ６７２ 号  
昭和５２年９月１６日  

 
 各市町村長 
 各市町村農業委員会会長 
 各農業協同組合長 
 各農業改良普及所長      
 

鹿児島県農政部長   
 

市町村農業金融運営協議会の運営について 
 
 このことについては，かねてから市町村及び各機関の御協力により，農業制度金

融の適正で円滑な運用を図るという所期の目的が推進されつつあり，感謝にたえな

いところです。 
 今日，農林漁業金融公庫資金，農業近代化資金等の制度資金は，農政の強力な展

開に対応して年々充実，拡大され，これに伴って制度の内容はますます複雑，多様

化しつつあります。 
 また，農家等における営農装備の近代化や経営規模の拡大等に伴う資金需要も増

大の傾向にあり，各種制度資金の中から個々の経営実態に即した適切な融資を行う

とともに，経営改善計画達成のための営農指導等を強化することの必要性が強くな

っています。 
 このような見地から，市町村段階における制度資金の貸付対象者の審査，指導体

制をより充実，強化するとともに，関係機関相互の緊密な連携のもとに，その機能

が十分発揮されるよう，このたび市町村農業金融運営協議会規程（準則）を改正し，

別紙１のとおり定めたので，下記事項をご了知の上，今後の金融運営協議会の運営

が一層円滑に行われるよう特段のご配慮をお願いします。 
 なお，「市町村農業金融運営協議会の運営要領について」（昭和４３年７月９日

付け，農経第８８７号）は廃止します。 
 おって，市町村で農業金融運営協議会に関する規程を定めた時は，その写しを農

業経済課あて送付してください。 
 

記 
 
１ 市町村農業金融運営協議会規程（準則）のおもな改正点は次のとおりである。 
 (1) 貸付対象者の選定等について審査，協議を行うに際して，資金借入申込農家 

 等の事業内容，経営状況，改善計画の内容等を関係機関が了知のうえ十分検討 

 し，その結果，貸付必要度の判定，最も適した資金の選別等が行えるよう，会 

 議資料（審査表）を作成することとし，その様式例を定めた。 
  (2) 行政庁は融資機関が貸付適格認定，利子補給承認又は貸付決定等を行う場合 

 に協議会における審査，検討の結果を十分参しゃくできるよう，審査表の写し 

 を借入申請関係書類に添付することとした。 
２ 協議会の運営に関する留意事項を別紙２のとおり定め参考に供することとし 

 た。 
 

殿 
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（別紙１） 
 

市町村農業金融運営協議会規程（準則） 
（目的） 
第１条 ○○市（町村）における農業金融の適正かつ円滑な運営を図るため，「○ 

  ○市（町村）農業金融運営協議会」（以下「協議会」という。）を設置する。 
（組織） 
第２条 協議会は，次に掲げる機関の関係者をもって組織する。 
  (1) 市（町村） 
   (2) 農業協同組合 
   (3) 農業委員会 
   (4) 農業改良普及所 
   (5) ○○○○○ 
   (6) その他会長が認める者 
 ２ 前項に掲げる者のほか，必要な場合は，関係者を協議会に出席させ，その意 

 見を聞くことができる。 
（会長等） 
第３条 協議会に会長及び副会長を置く。 
 ２ 会長は，○○○○○をもってこれにあてる。 
 ３ 会長は，協議会の運営を総括し，協議会を代表する。 
 ４ 会長に事故あるときは，○○がその職務を代理する。 
（協議事項） 
第４条 協議会は次に掲げる事項について協議し及び審査等を行う。 
  (1) 制度資金（農林漁業金融公庫資金，農業改良資金，農業近代化資金，農業 

  振興資金等をいう。以下同じ。）の需用把握に関する事項 
    (2) 制度資金の貸付対象者の選定（資金の選別を含む。） 
    (3) 貸付に伴う営農改善資金等に関する事項 
    (4) 融資に伴う経営及び技術指導ならびに資金効果に関する事項 
    (5) その他制度資金の円滑な融通に関する必要な事項 
（会議） 
第５条 協議会は会長が必要と認めたとき招集する。 
 ２ 協議会はそれぞれの関係から最低１人が出席しなければこれを開くことがで 
  きない。 
 ３ 会議の議事は原則として出席者全員の賛成によって決める。 
 ４ 会議の議事については，議事録を作成する。 
（事務処理） 
第６条 関係機関は，農業者等から資金借入の申込を受けたときは，農業制度資金 

  貸付対象者選定審査表（別記様式，以下「審査表」という。）を作成し，会 

  長に送付する。 
  ２ 貸付対象者の選定等について審査を行う場合は，審査表により行う。 
 ３ 会長は，協議会に置いて貸付対象者の選定等が行われたときは，その結果（貸 
  付の適否，条件，意見等）を審査表に記入することにより，議事録にかえるこ 
  とができる。 
  ４ 関係機関は，制度資金の貸付認定等について申請する場合等にあっては，関 
  係書類に審査表の写しを添えて提出する。 
（経費） 
第７条 協議会の運営について必要な経費の負担は関係機関が協議して定める。 
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（庶務） 
第８条 協議会の庶務は○○市（町村）○○課でこれを行う。 
（その他） 
第９条 この規程に定めるもののほか，協議会の運営について必要な事項は会長が 

定める。 
 
 附 則 
 この規程は，昭和  年  月  日から施行する。 
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（別紙２） 
 

協議会の運営に関する留意事項 
 
１ 会議の運営について 
  会議の運営に当たっては各機関の意見が十分尊重されるよう金融事務担当者及 
 び営農指導担当者を参加させるものとする。 
 
２ 協議事項について 
  次に掲げる事項については，それぞれに示した留意点を配慮のうえ，協議する 
 ものとする。 
 (1) 地域における資金需要の把握 
  ア 資金需要が県，市町村，農協等の策定する農業振興の方向に即したもので 
   あるか 
  イ 投資効果が十分期待できるものであるか。 
  ウ 市町村の利子補給，損失補償等の予算措置が可能であるか。 
  エ 農業協同組合等融資機関の資金供給が可能であるか。 
  オ 資金貸付後の営農指導等が適切に実施できるか。 
  カ 生産物の販売，資材の購入等の利用方法が有利に行えるか。 
  キ 関係機関の事務処理体制は整備されているか。 
  ク 農業者等の受入体制は整備されているか。 
 (2) 資金の貸付対象農業者等の選定（資金の選別を含む） 
  ア 営農計画及び資金使途が地域の農業振興方策及び営農指標等に即している 
   か。 
  イ 営農計画の達成，資金効果等が確実であると見込まれるか。 
  ウ 償還能力は確実であると見込まれるか。 
  エ 高年齢の者については後継者があるか。 
  オ 現在の農協利用状況及び今後の利用の可能性等はどうか。 
    （農業協同組合以外の融資機関から貸付を受ける場合を除く。） 
  カ 関係機関の指導等を受け入れる体制が整備されているか。 
  キ 借入を希望する資金がその農業者等の経営実態，改善計画，資金使途に即 
   したものであるか。 
  ク その他各資金の取扱基準を定める条件に適合しているか。 
 
３ 借入農業者等の経営改善計画の達成を図るための指導について 
 (1) 協議会は構成員の中から指導班を設け年間指導計画及び指導分担等を定める 
  ものとする。 
  (2) 指導班は経営改善計画の達成が図られるよう農業者の実情に応じた技術的， 
  経営的指導を効果的に行うものとする。 
  (3) 指導班は定例会を開催し，経営改善計画達成上の問題点を検討し，必要ある 
  場合には県等に連絡するものとする。 
  (4) 指導班は借入農業者の経営改善の実施状況を明かにするため，借入農業者に 
  対して簿記の記帳を推奨するものとする。 
 
４ 事務処理について 
 (1) 関係機関は，それぞれにおいて，資金貸付事務を処理するに当たっては迅速， 
  適正に処理し，適期に貸付が実行できるよう配慮するものとする。 
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 (2) 関係機関は，農業者等から資金借入の申込を受けたときは，農業制度資金貸 
  付対象者選定審査表を作成し，協議会事務局に送付するものとする。 
 (3) 協議会事務局は(2)の農業制度資金貸付対象者選定審査表をとりまとめのう 
  え，次の会議に提出するものとする。 
 (4) 協議会事務局は，会議において貸付対象者の選定（資金の選別を含む）がな 
  されたときは，その結果を農業制度資金貸付対象者選定審査表の写しを添えて 
  関係機関に通知し，関係機関は，当該審査表の写しを借入申請関係書類に添付 
  して貸付適格認定，利子補給承認又は貸付決定等の事務を処理するものとする。 
 
５ 関係機関の協力について 
  関係機関は，協議会において決定された事項について遅滞なく必要な措置を講 
 ずるとともに，資金が制度の趣旨に即して，円滑かつ効率的に融通されるよう改 
 善計画の作成に当たっての助言指導，資金貸付後における営農指導等について緊 
 密な協調のもとに最善の努力を払うものとする。 
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農業制度資金貸付対象者選定審査表
（開催日：　　年　　月　　日）

施 設 等 名

数 量 （ 規 模 ）

事 業 費

現　況 目　標 現　況 目　標 現　況 目　標
主 な 作 目 （ ａ ）

施 設 家 畜 等

（ ㎡ 頭 羽 数 ）

現　況 目　標 現　況 目　標 現　況 目　標

農 業 収 入

農 業 支 出

農 業 所 得

農 外 所 得

農 家 所 得

償 還 期 間 年 償還可能額 年 償還可能額 年 償還可能額

償 還 年 限

市町村農業振興方策
へ の 適 否

投資，効果営農計画
の 適 否

営農指標等に即して
い る か

借入希望金額は適切
か

資金貸付後営農指導
等 の 実 施 の 可 否

法令に基づく許可届
出 等 の 状 況

担保，保証人，債務
保 証 等

上記のとおりの審査結果であった。 金融運営協議会長

融 資 資 金 名

融 資 機 関

特 記 事 項 ・ 意 見

（　　　人　　　日） （　　　人　　　日）

人 人人

（　　　人　　　日）

借 入 理 由

今 後 の 営 農 方 針

（ 稼 働 人 員 ， 延 べ 日 数 ）

償還
計画

既借入金等の種類，金額及
び 償 還 計 画

　　　　　　　  　   整理番号
  区  分

氏 名 （ 年 齢 ）

借 入 希 望 資 金 名

借 入 申 込 額 （ 千 円 ）

審査
ポイ
ント

貸 付 必 要 度 判 定

（
具

体

的

に

）

事

業

内

容

家 族 数

経営
規模

収支
計画
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３ 農業制度資金における所管等（住所地と事業地との関係）について 

                                                              令和７年６月版 

 

 

資  金  名 

 

 

所 管 等（住所地と事業地との関係） 

 

 

 

農 業 改 良 資 金 

 

 

 

  所管は，原則として住所地としているが，事業実施の

 状況や営農指導の体制等を考慮して判断することなる。 

  事前に公庫等との調整が必要である。 

 

 

ス ー パ ー Ｌ 資 金 

 

ス ー パ ー Ｓ 資 金 

 

 

  経営改善資金計画の審査については，農業経営改善計

 画の認定を受けた市町村の特別融資制度推進会議で審 

査を受けることとなる（事業地）。 

 

 

 

 

 

農 業 近 代 化 資 金 

 

 

 

 

 

 

 １ 認定農業者及び認定新規就農者については，それぞ

  れ農業経営改善計画もしくは青年等就農計画の認定 

を受けた市町村の特別融資制度推進会議で審査を受 

けることとなる（事業地）。 

 ２ 認定農業者及び認定新規就農者以外については，居

  住地あるいは事業地のどちらで審査を受けてもよい。 

  （この場合，市町村の利子補給や金融運営協議会に 

  ついて，関係市町村との調整が必要となる。） 

 

 

 

農業経営負担軽減支援資金 

 

 

 

 

  融資機関については，住所地，事業地の制限はない 

 が，市町村，県地域振興局等普及担当部署，関係融資機

 関等の協力を得て，経営改善計画に沿った適時・的確な

 営農指導ができる体制が必要である。 

 

 

※ 広域認定（基盤強化法第 13 条の２の規定に基づき，都道府県の知事又は農林水産大臣

 が行う農業経営改善計画の認定）が行われた場合は，広域認定に係る関係市町村のうち，

 借入希望者が主たる農業経営を行っている市町村に設置された推進会議において，対象

 とする資金の貸付の認定等を諮ることが望ましい。 

※ 個別・具体の取扱いにおいて，不明な点については農業経済課金融係にご連絡くださ

 い。 
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４ 審査上の留意点                                    令和７年６月版 
 
１ 要件審査 
 （１） 貸付対象者 
       ア 年齢要件，経営規模等の要件を満たしているか。 
       イ 法人の場合，貸付対象となっているか。 
 
 （２） 資金使途 
        資金の使途は適当か。 
 
 （３） 融資額及び融資率 
    ア 特認（特定） 
      特認（特定）の適用により一般の貸付限度額以上の借入を行う場合， 

     特認（特定）要件を満たしているか。 
    イ 残高通算 
      貸付限度額の算定に当たって，既往貸付金と残高通算する資金は残高 

     を確認すること。 
 
 （４） 償還期間及び償還額 
        所定の償還期間及び据置期間の範囲内であるか。 
 
 （５） 融資関連手続き 
     環境保全意見書の交付，生産調整手続き，農地転用許可等法令上の許認 

    可手続きは経ているか。 
 
 （６） 補助残融資  
      ア 国の補助残融資が認められない資金（農業改良資金）がある。 
    イ 事業のうち補助事業対象部分とそれ以外の部分を区分した上で貸付限 

     度額及び融資率を算定すること。 
         貸付限度額及び融資率の算定基礎となる金額 
     ＝（補助事業対象部分の事業費－補助金額）＋補助事業対象外の事業費 
       ＝総事業費－補助金額 
 
 （７） 法人の借入における意思決定 
     法人（任意団体を含む）が借入者である場合，総会，理事会等意思決定 

    機関の承認を得ているか。 
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２ 計画の妥当性（例） 
 審 査 項 目 審   査   内   容 
事 
 
業 
 
計 
 
画 

１ 過剰投資ではないか。  
２ 金額は適当か。 
 
 
 

① 見積書，設計書で確認する。 
② 中古機械の更新の場合，下取りと称して実質は値引きを行っ 

ているときは，値引き金額を差し引いた事業費となっている 
か。 

３ 後年度の投資計画 
 

  後年度にも投資を計画している場合，これも含めた計画として

いるか（資金計画に影響）。 
 
資 
 
 
金 
 
 
計 
 
 
画 
 
 

１ 自己資金 
 
 

① 自己資金は準備されているか。 
② 自己資金を一般資金で別途借り入れる場合，資金繰りは問題 

はないか。安易に営農口座を利用していないか。 
２ 償還計画 
 
 
 
 
 
 

① 償還期間は適当か。 
 ・融資対象物の耐用年数を勘案しているか。 
  ・償還可能な最短年数か。 
② 据置期間は適当か。（安易に据え置いていないか。） 
  ・投資効果が翌年度からすぐに生じない場合（永年性作物の新 

植等の場合），公害防止施設等所得の増加が図られない投資 
である場合等，据置期間を設定する合理的な理由があるか。 

３ 経済余剰の確保 十分な経済余剰が確保できる償還計画であるか。 
４ 資金の選択 他の資金の方がより適切ではないか。 

 
 
 
 
 
経 
 
 
営 
 
 
計 
 
 
画 
 
 
 
 
 
 

１ 経営資源の整合性 
 
 

① 経営面積，労働力，農業用機械の能力，畜舎等施設の収容規 
模等から判断して無理のない投資計画か。 

② 関連投資の必要はないか。 
２ 所得率の採用 
 
 
 
 

① 農業所得を算定するに当たって，所得率を用いている場合， 
実績等に基づいた妥当な数値か。 

② 年度ごとに経費及び収入が変動する場合（果樹の新植等）の 
農業所得は，所得率を用いずに収入及び支出をそれぞれ積み上 
げて算定する必要はないか。 

３ 粗収入 
  (ｱ)単収及び単価 
  (ｲ)作付け面積等経営 
   規模の変動 
  (ｳ)副産物収入 
 

① 本人の実績，市況等を勘案した実現可能な数値か。 
② 単に地域平均値等の指標を用いていないか。 
③ ローテーションの関係による出荷頭羽数や，連作障害防止の 

ための作付面積の減少などを考慮しているか。 
④ 酪農部分のヌレ子，採卵鶏部門の廃鶏等副産物収入が見込ま 

れる場合，その数量，価格は妥当か。 
４ 農業経営費 
 (ｱ)経費増加分の計上 
  (ｲ)更新投資等の計上 
  (ｳ)生産指標，技術指標 
 
 
 

① 規模拡大に伴う経営費の増加を適切に見込んでいるか。 
② 耐用年数経過後の機械の更新などに要する費用を計上して 

いるか。 
③ 年回転数，販売頭羽数，常時飼養頭羽数，平均飼育日数等項 

目間の整合性がとれているか。 
④ 各種指標が目標と実績で異なる場合，その実現は技術的に可 

能か。 
そ 
 
の 
 
他 

１ 農外収入 
 

 規模拡大に伴い農業従事日数が増加した場合，農外収入は減少

しないのか。 
２ 家計費 
 
 

① 必要十分な額を計上しているか（単に食費のみを計上してい 
ないか）。 

② 将来の家族構成の変化，子供の進学等を見込んでいるか。 
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３ 償還期間及び償還額の算定方法 

 （１） 償還期間 

  （例）令和７年７月１日借入（貸付実行） 

        ７年償還（うち２年据置），年賦償還 

      約定償還日 毎年 12 月 20 日  の場合， 

    ① 償還第１回目：令和９年 12 月 20 日（令和７年 12 月 20 日，令和８年

12 月 20 日は据置期間） 

    ② 償還最終回 ：令和 13 年 12 月 20 日……償還回数５回 
 

 （２） 償還金額 

    制度資金の償還方法には，元金均等償還と元利均等償還がある。 

     元金均等償還とは毎回の償還のうち元金が均等である償還方法であるのに 

対して，元利均等償還とは元金と利息を合わせた償還額が毎回同額である償還 

方法である。 

元金均等償還は元利均等償還と比較して，元金を早く返済するため，元利を 

あわせた総支払額が低くなる一方，償還初期の負担が重くなる。元利均等償還 

は１回あたりの支払額が一定のため，支払額を把握しやすい。 
 

  （例）100 万円を５年の年賦で償還する場合（金利は年利５％とする） 

 

 
 
 

元 金 均 等 償 還 元 利 均 等 償 還 
 
 

償 還 前 
元  金 

償  還  額  

償 還 前 
元  金 

償  還  額 
 

元 金 
償還額 

 

利 息 

 

計 
元 金 
償還額 

 

利 息 

 

計 

１年目  1,000,000  200,000   50,000 1,250,000  1,000,000  180,974   50,000 1,230,974 

２年目  ,800,000  200,000   40,000 1,240,000  1,819,026  190,023   40,951 1,230,974 

３年目  ,600,000  200,000   30,000 1,230,000  1,629,003  199,524   31,450 1,230,974 

４年目  ,400,000  200,000   20,000  ,220,000  1,429,479  209,501   21,473 1,230,974 

５年目  ,200,000  200,000   10,000  ,210,000  1,219,978  219,978   10,996 1,230,974 

計    1,150,000    1,154,870 
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